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た日本との共通点・相違点を整理した（下図）。 

社会背景 
□財政状況の悪化を受けた、研究の質に対する国の管理意識の高まり 

□社会との間の信頼関係の改善 

□大学と地域の連携促進の機運

政策 中間支援組織 大学 

□特に資金配分をきっかけとする、

研究者と市民との関わり促進に

向けた政策誘導 

■科学技術イノベーションシステム

の一部としてのパブリック・エン

ゲージメントの位置付け 

■中間支援組織 NCCPE の存在 □市民と関わりを持った研究活動の浸透の限界や研

究の商業化に対する懸念 

■大学においてパブリック・エンゲージメントを根付か

せるためのトップダウンアプローチ 

■パブリック・エンゲージメントの専門職の確立

基本的な考え方 
■「相互利益」という考え方

■より大きな文脈での議論、文化（Culture）としての位置付け

図：英国と日本の共通点・相違点（□＝共通点、■＝相違点） 

■日本の大学政策へのインプリケーション 

 科学技術イノベーションシステムの一部として、結果だけでなくプロセスにも着目することによる

国・大学の支援 

 日本においても、資金配分におけるインパクト評価導入についての議論がなされつつある。

 科学技術イノベーションは大きなシステムとして機能している。結果としてのインパクトに着

目するだけでなく、多様なインパクトが生み出されるようなプロセスに対しても国や大学が着

目し、支援施策を提供することで、その多様性を担保することが重要だと考えられる。 

 関連データの集約・蓄積と公開による、「より良い研究のあり方」についての議論促進 

 日本において、研究評価を含む「より良い研究のあり方」についての議論を深める手段として、

データの集約・蓄積（データベース化）を進めることが非常に重要である。 

 また NCCPE のように、議論の結果まとめられた提言資料等を集約・公開するサイトも、議論の

蓄積には有効だと考えられる。 

■今後の調査研究の課題 

 パブリック・エンゲージメントが研究の質に及ぼす影響の検証 

 英国のパブリック・エンゲージメントは、結果の相互利益（mutual benefit）のうち、研究者

側には研究の質をもたらすと考えられているが、その実態を具体的に検証するには至らなかっ

た。今後の検討課題としたい。 

i https://www.publicengagement.ac.uk/about-engagement/what-public-engagement（2021 年 11 月 20 日閲覧）
ii 北川 文美, 英国における大学の地域連携 1997-2016, 産学連携学, 2016, 13 巻, 1 号, p. 1_9-1_14
iii Carolyn Kagan, John Diamond, University–Community Relations in the UK, Palgrave Macmillan; 1st ed. 2019 
edition
iv Carolyn Kagan, John Diamond, University–Community Relations in the UK, Palgrave Macmillan; 1st ed. 2019 
edition
v 隅田 英子, 英国における研究評価 : 高等教育機関における RAE (Research Assessment Exercise)の現状と課題につ

いて (研究評価の方法論), 情報の科学と技術, 1999, 49 巻, 11 号, p. 571-577
vi 津田憂子「英国の研究評価における 社会的・経済的インパクト」（平成 27 年 11 月 13 日）

■関連データの蓄積と公開

一般財団法人 新技術振興渡辺記念会 令和 2 年度上期 科学技術調査研究助成

「GNSS 観測を用いた世界測地系の精度向上と我が国の解析能力強化に向けた調査」

（概要版）

１．調査研究のバックグラウンドと目的

測位・測量は地図作成、都市計画、道路・交通、地上インフラ整備などに活用されている基盤技術

であり、極めて正確な測位・測量のためには正確な測地系が必要となる。我が国でも古くから三角測

量による成果に基づく基準点網による日本測地系が用いられ、広く使われてきた。しかし、近年、航

空機や船舶のグローバルな往来が頻繁になり、GPS 等による高精度な測位法が世界的に一般化され、

人工衛星や VLBI による地球規模の観測が可能になったため、世界的に、ローカルな測地系から世界測

地系に移行しつつある。日本でも 2002 年に世界測地系が導入され、実際の測量等で運用されている。 

測地系の精度は観測手法高度化と共に向上しつつあるが、その精度や品質は位置情報の基盤情報で

あり、高精度測位ビジネス等のサービス向上に直結するものである。我が国では国土交通省国土地理

院や宇宙航空研究開発機構（JAXA）等が GNSS 観測を含む観測データの提供を行ってきているが、ま

だ統合解析や統合プロダクトの提供を行う組織が確立しておらず、今後のスマートシティ計画や高精

度測位ビジネスの発展のためにも研究コミュニティの拡充、及び観測データの解析強化体制の構築が

不可欠である。

このような背景の下、本調査研究において、測地に資する GNSS 観測の国際協力スキームである

International GNSS Service（IGS）による解析体制と、精密衛星軌道クロック推定技術、GNSS 解析

技術の先端モデル、解析手法等について整理した。また、それらの調査結果を参考に、我が国におい

て、世界測地系の高精度化に資する統合プロダクトの提供・統合解析を行うための運用体制の在り方

について考察した。

２．調査内容と方法

GNSS 観測に関する測地観測技術の最新動向や国際協力スキーム、GNSS 観測への我が国からの貢

献のアップデート、GNSS 観測以外の宇宙を用いた観測スキームについて、公開情報等をウェブサイ

トや文献等の公開情報から収集した他、JAXA へのヒアリングにより、現状について確認した。その上

で、我が国における世界測地系の高精度化に資する統合プロダクトの提供・統合解析を行うための運

用体制の在り方について考察した。

３．調査結果

（１）国際 GNSS 事業の組織と業務

国際 GNSS 事業（International GNSS Service：IGS）は、国際測地学協会（IAG）のサービスとし

て、測地学・地球物理学等の研究活動を支援するために、各国関係機関の協力のもとでボランタリー

に運営されている国際組織で 118 カ国の 350 以上の組織が参加している（2021 年 11 月現在）。IGS
は、世界各地の研究者に GNSS 観測局網による観測データを用いた解析結果（衛星軌道クロック、電

離層、対流圏遅延、局位置など）を複数の解析センターの解析結果を統合したプロダクトとして公開

している。衛星測位システムを構築するために必須の精密軌道クロック推定の最先端のモデル・理論
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「GNSS 観測を用いた世界測地系の精度向上と

我が国の解析能力強化に向けた調査」

（一財）日本宇宙フォーラム　主任調査分析員　　白石　剛
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が解析センター間の連携・協力、そして競争によって醸成、年々プロダクトの品質向上が図られてい

る。IGS は、主に GPS と GLONASS を中心に他の衛星データも近年取り込みつつ、GNSS 衛星軌道

情報（米 GPS とロ GLONASS 衛星）、地球回転パラメータ、全球 GNSS 観測局位置情報、衛星及び追

跡局のクロック情報、対流圏遅延推定情報、全球電離層マップといったプロダクトを提供している。

IGS の統合プロダクトは、解析センター機関（AC）と呼ばれる各国の機関から提供されるプロダク

トを基に生成されており、AC は現在、以下の機関で構成されている。

・Geoscience Australia（GA）（豪）（ACC）

・Massachusetts Institute of Technology（MIT）（米）（ACC&AC）

・Natural Resources Canada（EMR）（加）（AC）

・Wuhan University（WHU）（中）（AC）

・Geodetic Observatory Pecny（GOP-RIGTC）（チェコ）（AC）

・Space geodesy team of the CNES（GRG）（仏）（AC）

・European Space Agency/ESOC（ESA/ESOC）（独）（AC）

・GeoForschungsZentrum（GFZ）（独）（AC）

・Center for Orbit Determination in Europe（CODE）（スイス）（AC）

・Jet Propulsion Laboratory（JPL）（米）（AC）

・NOAA/National Geodetic Survey（NGS）（米）（AC）

・Scripps Institution of Oceanography（SIO）（米）（AC）

・U.S. Naval Observatory（USNO）（米）（AC）

（２）GNSS 観測への我が国からの貢献

以下、ここ 1 年以内に IGS に観測データを提供した局を以下に示す（他にも IGS に観測データを

提供している局がある可能性がある）。

機関 観測局

国土交通省 国土地理院 北海道：GNSS 観測 

茨城県 石岡：VLBI 観測、GNSS 観測、重力計測 

茨城県 筑波：GNSS 観測 

東京都 父島、南鳥島：GNSS 観測 

鹿児島県 姶良：GNSS 観測 

宇宙航空研究開発機構（JAXA） 長野県 臼田：GNSS 観測 

鹿児島県 種子島： SLR 観測、GNSS 観測 

海上保安庁 和歌山県 下里： SLR 観測、GNSS 観測 

自然科学研究法人国立天文台 岩手県 水沢：VLBI 観測、GNSS 観測、重力計測 

東京都 三鷹：GNSS 観測 

国立研究開発法人 情報通信

研究機構

東京都 小金井： VLBI 観測、SLR 観測、GNSS 観測 

国立極地研究所 南極 昭和基地：VLBI 観測、DORIS 観測、GNSS 観測、重力

計測 潮位計

3 

（３）GNSS 観測以外の宇宙を用いた観測スキームの調査

VLBI 観測、SLR 観測、DORIS 観測に関する測地観測技術の最新動向や国際協力スキーム等の公開

情報等をウェブサイトや文献等の公開情報から収集し、GNSS 観測との関連性を整理した。測地にお

いては、地上局から何らかの物体に到達するまでの距離を計測することにより、複合的な計測が行わ

れている。人工衛星や天体を異なる手法によって距離や位置を計測し、それらを統合することによ

り、より正確な測地データが提供されている。

４．考察とまとめ

IGS の AC になるための一般的なプロセスを概観し、JAXA 等へのヒアリングの結果、我が国が

AC として IGS に貢献することについての可能性について考察した。

① AC になるためのプロセス

いったん AC となった場合は、継続的に生成プロダクトの配信やソリューションの品質の保

持に関してコミットメントが必要となり、財政的もしくはマンパワーの問題等で AC から脱

退することは基本的には難しい。さらに、毎年、どのような活動や貢献を行ったか、どのよ

うな品質改善活動を行っているかを技術レポートという形で提出する必要があり、実際の改

善活動が実効上義務づけられている。また、AC になるためには ACC による評価や IGS 

Governing Board による承認プロセスが必要となるため、AC になるためにはある程度の助走

期間が必要になることは明白である。

AC になるためのプロセスは公開されているものの、もう少し詳細な AC になるためのガイ

ドラインのようなものは現時点では存在せず、これらのプロセスに沿って、具体的にどのよ

うな資料を提出すればよいのか、どのようなアクションを起こせばよいのかは AAC や IGS 

Governing Board と調整しながら手探りで進めていく必要があると思われる。既に記載の通

り、オーストリアの Graz University of Technology（TUG）が 2020 年に初めて、第 3 回再

処理キャンペーン（repro3）に参加し、IGS に貢献している。AC になるために、上記のプロ

セスを踏んでいるという情報があり、現状では Final、Rapid、Ultra-Rapid プロダクト生成

はまだ行っていないが、今後、プロダクト生成にも加わる可能性がある。そのため、AC に

なるために、実質的にどのような資料を提出すればよいのか、どのようなアクションを起こ

せばよいのかを既に先行して AC になろうとしている Graz University of Technology

（TUG）から情報収集またはヒアリングを行うことにより、上記プロセスでは見えない、詳

細な手続きや必要資料などの情報が得られると思われる。 

② 我が国の組織が AC として貢献する可能性

人工衛星から高度に計測された地球全体の正確な大きさや形状を基に、国際的に定められ

た基準となる測地系が世界測地系であり、①GNSS（GPS を含む、衛星利用測位システム）、

②VLBI（超長基線電波干渉法）、③SLR（衛星レーザー測距）、④DORIS（衛星利用測位システ

ムの１つ）等の宇宙からの観測手法を用いて世界測地系の精度の向上が図られている。我が

国として、様々な研究機関が GNSS 観測、VLBI 観測、SLR 観測、DORIS 観測データを提供し

ており、全地球統合測地観測システム（GGOS）に貢献している。社会経済活動がグローバル

なものとなっている現状、最も正確な地球基準座標系として世界標準である国際地球基準座
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が解析センター間の連携・協力、そして競争によって醸成、年々プロダクトの品質向上が図られてい

る。IGS は、主に GPS と GLONASS を中心に他の衛星データも近年取り込みつつ、GNSS 衛星軌道

情報（米 GPS とロ GLONASS 衛星）、地球回転パラメータ、全球 GNSS 観測局位置情報、衛星及び追

跡局のクロック情報、対流圏遅延推定情報、全球電離層マップといったプロダクトを提供している。

IGS の統合プロダクトは、解析センター機関（AC）と呼ばれる各国の機関から提供されるプロダク

トを基に生成されており、AC は現在、以下の機関で構成されている。

・Geoscience Australia（GA）（豪）（ACC）

・Massachusetts Institute of Technology（MIT）（米）（ACC&AC）

・Natural Resources Canada（EMR）（加）（AC）

・Wuhan University（WHU）（中）（AC）

・Geodetic Observatory Pecny（GOP-RIGTC）（チェコ）（AC）

・Space geodesy team of the CNES（GRG）（仏）（AC）

・European Space Agency/ESOC（ESA/ESOC）（独）（AC）

・GeoForschungsZentrum（GFZ）（独）（AC）

・Center for Orbit Determination in Europe（CODE）（スイス）（AC）

・Jet Propulsion Laboratory（JPL）（米）（AC）

・NOAA/National Geodetic Survey（NGS）（米）（AC）

・Scripps Institution of Oceanography（SIO）（米）（AC）

・U.S. Naval Observatory（USNO）（米）（AC）

（２）GNSS 観測への我が国からの貢献

以下、ここ 1 年以内に IGS に観測データを提供した局を以下に示す（他にも IGS に観測データを

提供している局がある可能性がある）。

機関 観測局

国土交通省 国土地理院 北海道：GNSS 観測

茨城県 石岡：VLBI 観測、GNSS 観測、重力計測

茨城県 筑波：GNSS 観測

東京都 父島、南鳥島：GNSS 観測

鹿児島県 姶良：GNSS 観測

宇宙航空研究開発機構（JAXA） 長野県 臼田：GNSS 観測

鹿児島県 種子島： SLR 観測、GNSS 観測

海上保安庁 和歌山県 下里： SLR 観測、GNSS 観測

自然科学研究法人国立天文台 岩手県 水沢：VLBI 観測、GNSS 観測、重力計測

東京都 三鷹：GNSS 観測

国立研究開発法人 情報通信

研究機構

東京都 小金井： VLBI 観測、SLR 観測、GNSS 観測

国立極地研究所 南極 昭和基地：VLBI 観測、DORIS 観測、GNSS 観測、重力

計測 潮位計
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（３）GNSS 観測以外の宇宙を用いた観測スキームの調査

VLBI 観測、SLR 観測、DORIS 観測に関する測地観測技術の最新動向や国際協力スキーム等の公開

情報等をウェブサイトや文献等の公開情報から収集し、GNSS 観測との関連性を整理した。測地にお

いては、地上局から何らかの物体に到達するまでの距離を計測することにより、複合的な計測が行わ

れている。人工衛星や天体を異なる手法によって距離や位置を計測し、それらを統合することによ

り、より正確な測地データが提供されている。

４．考察とまとめ

IGS の AC になるための一般的なプロセスを概観し、JAXA 等へのヒアリングの結果、我が国が

AC として IGS に貢献することについての可能性について考察した。 

① AC になるためのプロセス

いったん AC となった場合は、継続的に生成プロダクトの配信やソリューションの品質の保

持に関してコミットメントが必要となり、財政的もしくはマンパワーの問題等で AC から脱

退することは基本的には難しい。さらに、毎年、どのような活動や貢献を行ったか、どのよ

うな品質改善活動を行っているかを技術レポートという形で提出する必要があり、実際の改

善活動が実効上義務づけられている。また、AC になるためには ACC による評価や IGS 

Governing Board による承認プロセスが必要となるため、AC になるためにはある程度の助走

期間が必要になることは明白である。 

AC になるためのプロセスは公開されているものの、もう少し詳細な AC になるためのガイ

ドラインのようなものは現時点では存在せず、これらのプロセスに沿って、具体的にどのよ

うな資料を提出すればよいのか、どのようなアクションを起こせばよいのかは AAC や IGS 

Governing Board と調整しながら手探りで進めていく必要があると思われる。既に記載の通

り、オーストリアの Graz University of Technology（TUG）が 2020 年に初めて、第 3 回再

処理キャンペーン（repro3）に参加し、IGS に貢献している。AC になるために、上記のプロ

セスを踏んでいるという情報があり、現状では Final、Rapid、Ultra-Rapid プロダクト生成

はまだ行っていないが、今後、プロダクト生成にも加わる可能性がある。そのため、AC に

なるために、実質的にどのような資料を提出すればよいのか、どのようなアクションを起こ

せばよいのかを既に先行して AC になろうとしている Graz University of Technology

（TUG）から情報収集またはヒアリングを行うことにより、上記プロセスでは見えない、詳

細な手続きや必要資料などの情報が得られると思われる。 

② 我が国の組織が AC として貢献する可能性

人工衛星から高度に計測された地球全体の正確な大きさや形状を基に、国際的に定められ

た基準となる測地系が世界測地系であり、①GNSS（GPS を含む、衛星利用測位システム）、

②VLBI（超長基線電波干渉法）、③SLR（衛星レーザー測距）、④DORIS（衛星利用測位システ

ムの１つ）等の宇宙からの観測手法を用いて世界測地系の精度の向上が図られている。我が

国として、様々な研究機関が GNSS 観測、VLBI 観測、SLR 観測、DORIS 観測データを提供し

ており、全地球統合測地観測システム（GGOS）に貢献している。社会経済活動がグローバル

なものとなっている現状、最も正確な地球基準座標系として世界標準である国際地球基準座
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標系（ITRF)を維持し、アップデートし続けることは人類の社会経済活動にとって必須のも

のとなっており、ITRF 維持への追加の貢献は更なる国際貢献につながるものである。 

現在、我が国においては、内閣府、JAXA、国土交通省国土地理院が我が国の組織が AC とし

て貢献する可能性について協議を行っている。IGS Governing Board にも既にコンタクト

し、AC 立ち上げに向けた動きを始めたことを共有している。他方、AC として認定され、IGS

の統合プロダクト生成活動を定常的に行うためには、プロダクト品質の維持と継続的な人的

リソースが必要となってくる。JAXA と国土地理院においては、そのような国際的に貢献し

てきている既存の AC レベルの品質確保ができるのかを内部で検討評価するところから始め

てきていると聞いており、GNSS 軌道やクロックに関して、JAXA と国土地理院でプロダクト

の精度をトライアルとして評価する活動から行っている模様である。現在、ACC として AC

を束ねて調整役を行っている Geoscience Australia（GA）においてプロダクト統合や局位

置の統合に携わっている職員からフィードバックを得ながら品質改善活動を行ってきてお

り、水面下では我が国で AC 機能を持つための技術的な検討が行われてきていると言える。 

もう一つの大きなハードルは継続的なマンパワー確保である。JAXA は高精度測位補正技術

（MADOCA）の推定技術の改修を進めており、品質改善のための技術的な更新については

JAXA として進めてきている。JAXA の組織的な性質上、国立研究開発法人として、MADOCA 等

の技術的な進歩に関する研究開発は担うことが可能だが、プロダクト提供の国際貢献活動を

JAXA が担うことは難しいと思われる。他方、国土地理院は座標系の維持のための国際貢献

をこれまでもミッションとして位置付けてきており、JAXA の技術支援の下、国土地理院が

AC 機能を運用・維持することが最適であると考えられる。AC 機能を保有することに関して

は、まだ国土地理院として決定しておらず、内部で今後の方針含めて検討が必要となってく

るが、記載の通り、準備としての活動は少しづつ進められてきており、今後、我が国におい

ても AC 設置・維持の機運の高まりとともに具体的な AC となるプロセスを開始できるように

なることを期待する。 

その際、JAXA は MADOCA の改修・機能改善といったモデルや手法に関する技術的改善活動

を担い、国土地理院が座標系管理やコンピューティングリソースといった実際の運用や AC

機能の維持を行うという役割分担が最適と考えられる。 

以上

(一般財団法人)渡邉記念会科学技術調査研究助成(令和 2 年度上期) 
「持続可能社会に向けたエコテクノロジーと地方創生結合キャラバンのカリキュラム策定」 報告概要

(一社)サステイナビリティ技術設計機構 研究開発部門 岡田穣謙

0. 総括

持続可能社会に向けたエコテクノロジーと地方創生結合キャラバンのカリキュラムとして、以下のもの

を提示する。

講義 個人獲得内容

環境とエネルギー 地球環境の諸問題とエネルギー問題を理解し、その問題点を探
る 

マクロな環境問題の整理と理解

世界の環境問題と地方の
環境問題

地球環境の諸問題に対して地方における環境問題が何かを知
り、考えてもらう

地元環境へのアプローチの仕方を身
につける 

地方におけるエコテクノロ

ジー

地方における諸問題が何かを理解し、問題解決としてのエコテ

クノロジー実践例など 

自身に関連する事柄への問題解決

意識と取り組み方への理解

エコロジーとエセ科学 エコテクノロジーを実践する上でのエセ科学の存在を知る 環境活動の正否を見分ける 

環境科学リテラシー 環境問題を個々人が能動的に考え、対処するために環境科学リ

テラシーの必要性を学ぶ

環境科学リテラシーの考え方を習得

エコキャラバンによる実

践 

キャラバン隊による実技演習を行い、体験を通してエコテクノ

ロジーの理解を深める 

具体的な実戦経験の習得

質疑応答 質疑応答期間を設け、個別質問にたいする回答を全体で共有

する

理解の深化とフォロー 

このエコテクノロジー・キャラバンを実践するためには、オンラインと現地の直接講義を結合させた

ハハイイブブリリッッドド・・キキャャララババンンと、現地での体験的実験をおこなうアアククテティィブブララーーニニンンググが必要である。この結合し

た新たなハイブリッド・キャラバンの運営形態を、次の図に示す。

従来のキャラバン型の取り

組みでは、短い期日に、限

られた人材を用いたオンサ

イト型の取り組みを前提と

したために、本来盛り込む

べきコンテンツを時間的、

人的に保証できなかった

が、この新たなハイブリッ

ドキャラバンでその成約を

取り除き、必要なコンテン

ツを盛り込むことができ

る。オンサイトで参加者の

体験的経験をアクティブ・

ラーニングに注力できる新

たな方式である。
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